
カーボンニュートラルを
どのように達成するのか?
通信事業をはじめとして多くの電力を消費するビジネ
スを行っている当社は、持続可能な社会の実現に向け
て気候変動問題の解決に貢献することを企業として 

の責務だと考えています。このセクションでは、当社が
目指す環境関連の目標を説明するとともに、その達成
に向けた主な取り組みを解説します。
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当社は、気候変動や生物多様性保全など地球環境問題への対応を経営の重要課題と捉え、マテリアリティに「テクノロジーのチカラで地球環境に貢献」を掲げています。特に、重要テーマとして「気候
変動への対応」と「自然資本・資源循環」を定め、同領域における取り組みを強化しています。また、これらの活動を実効性あるものとするため、「環境行動指針」を定めるとともに、環境マネジメント体
制を整えています。この体制の下、地球環境問題に関する適切な情報開示や最新テクノロジーを活用した環境貢献を目指します。

環境マネジメントシステム

環境に配慮した企業活動を推進し積極的な環境保全活動を行うため、環境行動指針を定め、環
境マネジメントシステムおよび管理体制を構築しています。環境への影響として特に重要視して
いる地球温暖化の防止や使用済み携帯電話のリサイクル推進、省資源化、また、RoHS指令*に
おいて定められる特定有害物質の使用・含有制限排出量の制限などによって、より環境に配慮し
た企業活動を目指しています。
また、社会の環境意識の高まりに伴い、環境に配慮した製品・サービスの提供や環境保全のた
めのさまざまな規制、省エネルギー・省資源による企業活動のスマート化など、企業に求められ
る要望は多様化しています。これらの流れや要望に迅速に応えられるよう、環境マネジメントシ
ステムのPDCAサイクル（計画・実行・確
認・改善）を遂行し、継続的な改善も行っ
ています。
当社は環境マネジメントシステムの推
進に当たり、第一種または第二種のエネ
ルギー管理指定工場等の指定を受けた本
社ビルおよびネットワークセンターと
データセンターの計19事業所について、
環境マネジメントシステムの国際規格で
あるISO14001認証を取得しています。

*電気・電子機器への有害物質の含有を禁止するEUの規
制

推進体制

国際規格ISO14001に準拠した環境マネジメント体制構築のため、ESG推進担当役員の監督下
に、環境に関する事柄全般を検討する横断的な組織として環境委員会を設置し、全社的な環境保
全活動を推進しています。

推進体制図 （2025年6月末日時点）

環境法規則の遵守・内部監査実施

環境マネジメントシステムの枠組みの下、環境関連法令の遵守に努めています。2024年度にお
いて、大気汚染や水質汚濁、土壌汚染防止などを含む環境関連法令の違反はありませんでした。
また、定期的に内部監査を行い、環境マネジメントシステムがISO14001の要求事項に適合し、
環境目標に基づいて有効に実施されているかを確認しています。その結果に基づいて、課題の
抽出、是正措置および環境マネジメントシステムの見直しを行い、継続的な改善を図っています。
外部審査の結果、2024年度もISO14001認証を継続しました。

環境教育の実施

従業員の環境に関する基礎知識の習得および啓発のため、eラーニングによる環境教育を実
施しています。eラーニングではエネルギー使用量削減・廃棄物削減・水使用の効率化といった
テーマを扱っており、当社の環境マネジメントについて幅広く学びながら、従業員一人一人が個々
の環境問題に関する意識・理解度を高められるようになっています。また、これらのeラーニン
グはiPhoneやiPadからも受講できるため、従業員は場所や時間を選ばずに学習を進めることが
可能です。2024年度の全従業員における環境教育受講率は71.4%でした。
なお、業務の成果や組織への貢献を評価する貢献度評価では、気候変動に関連するマテリアリ

ティKPIである「社会全体のCO2削減への貢献」等が加味され、その結果は従業員の賞与水準の
決定に考慮されます。

（注）詳細は、当社ホームページ 「環境マネジメント」をご参照ください。

環境マネジメントシステムのPDCAサイクル

改善計画の作成とその実行を継続的に行い、
サイクルを絶やさない

効果の確認と検証に
基づき、実行計画の
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当社は、グローバルリスクが当社に与える影響に鑑み、気候変動対策や自然資本／循環型社会
への対応を積極的に行う必要性があると認識しています。気候変動対策としては、AIやIoT等の
最先端テクノロジーを活用した省エネルギーへの取り組みを通じて、自社の事業活動や電力消費
などに伴い排出される温室効果ガス「スコープ1」「スコープ2」の排出量を2030年度までに実質
ゼロにする「カーボンニュートラル2030」を2021年5月に宣言しました。続いて、「スコープ3」
も含めたサプライチェーン排出量を2050年度までに実質ゼロにする「ネットゼロ」を2022年8

月に発表しました。さらに、脱炭素社会の実現を加速するため、2023年6月に「ネットゼロ」の取
り組みをグループ企業*1に拡大しました。
併せて、温室効果ガス排出量の削減目標について、国際的気候変動イニシアチブのSBTi 

（Science Based Targets initiative）によって、すでに認定されている短期目標に加え、科学的
根拠に基づいた長期目標 （SBT Net-Zero）についても認定を取得しています。

*1 連結子会社が対象

2050年ネットゼロに向けた移行計画

当社では、「カーボンニュートラル2030」と「ネットゼロ」の目標達成に向けた移行計画を策定
しました。主な取り組みとして、「スコープ1」「スコープ2」においては最先端テクノロジーを通
じた省エネルギー対策の実施や電力の再生可能エネルギー化、また「スコープ3」においては、サ
プライヤー向けの説明会の実施やガイドライン策定などを通じ、ネットゼロに向けた購買活動を
推進していきます。
今回開示する移行計画に加え、今後も各種ガイダンスやイニシアチブなどを参考に、積極的な
開示に努めていきます。

*2  SBTネットゼロ目標およびSBT短期目標はSBTi認定済みとなっており、基準年排出量および削減目標についてはSBT認定内容を基
に記載しています。2025年6月時点の移行計画であり、今後の事業戦略に応じて修正する可能性があります。

*3 ソフトバンク㈱およびWireless City Planning㈱

*4 再生可能エネルギー指定の非化石証書の使用を含む
*5 風力や太陽光などの再生可能エネルギーにより発電された電力

温室効果ガス排出量*2

基準年排出量
スコープ1、2：58万t-CO2

スコープ3：1,021万t-CO2

 スコープ1、2
 スコープ3
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通信設備の省エネルギー化の推進・AIやIoTを活用したオフィスのスマートビル化

All optical network全国展開

超分散コンピューティング基盤の構築によるエネルギー消費効率の改善

環境配慮自動車の導入

事業に使用する電力の再生可能エネルギー化（順次）

再生可能エネルギー由来の電力の調達（順次）

分散型AIデータセンターの設置・データ処理／電力の地産地消

インターナルカーボンプライシング（ICP）制度導入

 最先端テクノロジーを活用した省エネルギー対策の実施

取引先に対する排出量削減ガイドラインの展開

取引先と協働した排出量の削減（カテゴリ1、2）

省エネルギー商品·サービスの提供

商品の再配達削減の推進

 サプライヤーやステークホルダーとの協働

環境負荷の少ない通信インフラ「HAPS」の実現

CCUS等の活用検討

 最新技術等の活用やオフセット

 再生可能エネルギー化  再生可能エネルギー化（100%）*3*4

再生可能エネルギー由来の電力の調達（50%）*3*5

主
な
取
り
組
み

当社はTCFDの提言（  P74）、ならびに京都議定書に代わる2020年以降の温室効果ガス排出削減等のための新たな国際枠組み「パリ協定」に賛同し、気候変動に関連する積極的な情報開示と、削減
目標の達成を目指します。また、マテリアリティ（重要課題）として「テクノロジーのチカラで地球環境へ貢献」を定め、最先端テクノロジーの活用による電力使用の効率化を進めるほか、自然エネルギー
の普及を通じた豊かな社会を実現していくために、再生可能エネルギーの導入、普及、拡大にも取り組みます。

スコープ
3

スコープ
1、2

スコープ
1、2、3
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当社は、2020年4月にTCFD提言への賛同を表明しました。
TCFDの提言に基づき、積極的な情報開示とその充実に努めています。

地球温暖化による気候変動リスクの高まりを背景に、気候変動が企業の事業にもたらす財務
影響を評価する動きが広まっています。TCFD （気候関連財務情報開示タスクフォース）とは、
2015年に金融安定理事会 （FSB） により設立された、気候変動が事業に与えるリスクと機会の
財務的影響に関する情報開示を企業に推奨する国際的イニシアチブです。
当社は、TCFDが企業に推奨する「ガバナンス、リスク管理、戦略、指標と目標」の情報開示フ

レームワークに沿って、事業活動における気候関連のリスクと機会を評価し、積極的な情報開示
とその充実に努めることが、企業の持続的な成長のために重要であると考えています。

ガバナンス
当社は、サステナビリティ基本方針の下、成長戦略とサステナビリティを統合して推進するた

めの企業統治の体制を構築しています。取締役会が気候変動や人的資本を含むサステナビリティ
に関する重要事項を審議・決議し、サステナビリティ推進状況を監督しています。さらに、経営監
督機能の強化を目的に、取締役会の諮問機関としてESG推進委員会（委員長：宮川潤一）を設置
し、四半期ごと（年4回、必要に応じて臨時開催）の会議にて、当社グループのサステナビリティ活
動に関する進捗（マテリアリティKPIなど）のモニタリングおよび取締役会への提言などを行って
います。取締役会がESG推進委員会からの提言内容を尊重し適切な意思決定を行うことに加え、
取締役・監査役に求めるスキルの一つとして「サステナビリティ（気候変動などを含む）」を設定す
ることで、当社経営に対するサステナビリティ視点の反映に努めています。なお、マテリアリティ
KPIの一部は役員報酬に連動しています。

リスク管理
当社は、気候変動に関するリスク・機会について、全社的なリスク・機会に関する情報と統合

し、識別・管理しています。全社的なリスク管理プロセスにおいて識別した気候変動関連のリス
ク・機会の情報は、ネットゼロ実現に向けた計画の策定や対応策の検討・改善などに生かしてい
ます。（  P60）

戦略
当社は、基地局設備をはじめ、多くの電力を使用する通信事業を行っており、気候変動のリス

クを大きく受ける可能性があると認識しています。当社は、気候変動が当社に及ぼすリスク・機
会を把握するとともに、持続可能な成長実現のための戦略の検討を行っています。

シナリオ分析
気候変動により将来起こりうる事象に適応するための戦略を勘案し、急速に脱炭素社会が実現す

る1.5℃シナリオと気候変動対策が進まず温暖化が進行する3-4℃シナリオの二つのシナリオ分析を
当事業年度に行い、バリューチェーン上流・下流を含む事業に与える財務的影響を確認しました。
シナリオ分析においては、国際的に認知され、信頼性の高いシナリオを使用しました。詳細は
以下の通りです。

財務的影響度
レベル 定義

4 特大 事業·グループ全体に甚大な影響

3 大 事業に甚大な影響

2 中 事業の遂行へ影響

1 小 事業上の影響は軽微な範囲

発生可能性
レベル 定義

4 特大 年に複数回発生する可能性が高い

3 大 年に1度の頻度で発生する可能性がある

2 中 数年に1度の頻度で発生する可能性がある

1 小 10年に1度の頻度で発生する可能性がある

4 中 高 特大 特大

3 低 中 高 特大

2 低 中 中 高

1 低 低 低 中

1 2 3 4

発生可能性

財
務
的
影
響
度

財務的影響度・発生可能性マトリクスおよび事業リスクの評価マトリクス

気温上昇
推定値 採用シナリオ 将来の世界観 時間軸

1.5℃

• IEA WEO 2024*1

（Net Zero Emission
by 2050：NZE /
Stated Policies
Scenario：STEPS）
• IPCC*2（SSP1-1.9）

脱炭素の取り組みが加速し、ネットゼロの実現に
向けて各国で炭素税の導入が進んでいる。日本
では、2020年度と比較して気温が0.5℃上昇し、
猛暑日も増加傾向にある。これに伴い、オフィス
や店舗、データセンターなどの空調関連の電気使
用量が増加している。

短期：数年以内
中期： 3～5年 

程度*3

長期： 10～30年
程度

3–4℃

• IEA WEO 2024
（Stated Policies

Scenario：STEPS）
• IPCC（SSP5-8.5）

炭素税の導入が進まず、低価格で推移している。
日本では、2020年度と比較して気温が1.6℃上昇
し、猛暑日は約6.9日増加した。これに伴い空調
需要がさらに高まり、オフィス、店舗、データセン
ターなどにおける空調関連の電力使用量が一層
増加している。

*1 IEA:International Energy Agency（国際エネルギー機関）
*2 Intergovernmental Panel on Climate Change（気候変動に関する政府間パネル）
*3 中期経営計画と同等の時間軸

事業リスクの評価マトリクス
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気候変動関連のリスク・機会
先述の状況を踏まえ、当社の気候関連のリスク・機会を洗い出し、IEA

やIPCCなどのシナリオを参考にシナリオ分析を実施した結果、当社とし
て右記のリスクと財務的影響度を特定しました。

気候変動のリスクの財務的影響
気象災害の激化に伴う基地局設備などの復旧コスト増加
生物多様性の損失による森林の防災機能の低下や、地球温暖化の進行

による自然災害の頻発・激甚化に伴う基地局など通信設備の災害対策や
復旧によるコスト増、バリューチェーンの断絶による調達への影響、ビジ
ネス機会損失、被災設備による近隣被害の誘発などを潜在的リスクと認
識しています。過去のコストを参考に、将来の財務的影響を分析した結
果、人件費をはじめとする復旧にかかるコストは限定的である一方、通
信設備、特に全国に展開する基地局は資産規模が大きく、災害による財
務的なインパクトは大きいと想定しています。2024年度は、台風や線状
降水帯の発生回数の増加に伴い、発生確率が上昇傾向にある洪水被害へ
の適応策として、設備破損リスク低減、広域停電時におけるサービスの
安定的に継続するために、基地局やネットワークセンターの自然災害対
策として19億円を投資しました。具体的には、移動型基地局や可搬型基
地局、バッテリーのリプレイスおよび保守対応、可搬型発電機の配備など
への投資が含まれています。その他、災害復旧費用として3億円を計上
しました。

特定したリスクと財務的影響度

特定したリスク 検討した財務的影響 シナリオ
財務的影響度

短期* 中期* 長期*

物理
リスク

急性 自然災害激化による
被害拡大

基地局設備等の被害増加による
復旧コスト、資産への影響

1.5℃
大

大 大

3–4℃ 大 大

災害対策コストの増加
1.5℃

中
中 中

3–4℃ 中 中

慢性 気温上昇、
水ストレス地域の拡大 空調コスト増

1.5℃
中

中 中

3–4℃ 中 中

移行
リスク

市場
低炭素・脱炭素市場の
拡大、顧客の行動変化、
嗜好変化

再生可能エネルギーの
電力提供への投資コスト増

1.5℃

小 中 中

評判
ステークホルダーにお
ける低炭素・脱炭素嗜
好の高まり

脱炭素の取り組み不足と
判断された場合の
ブランドイメージの低下による
売上の減少、株価の低下

小 中 中

政策と
法 規制強化 新税制の導入によるコスト増 小 中 中

技術 脱炭素新技術への
移行

新技術の導入遅延、
移行による事業影響 中 算定検討中

*時間軸：短期（数年以内）、中期（3～5年程度、中期経営計画と同等）、長期（10～30年程度）
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項目 バウンダリ
（報告対象範囲） カバレッジ 単位

2024年度

実績 目標
基準年（2022年度）
からの削減率
（%）

温室効果
ガス
排出量

スコープ1

ソフトバンク
連結

2024年度：
100.0%

t-CO2

9,485 12,000 32.2

スコープ 2
（マーケットベース） 383,765 508,000 32.2

スコープ 2
（ロケーションベース） 967,525 1,198,000 ̶

スコープ 3
2024年度：

97.5%
11,546,072 9,694,000*1 －23.2

スコープ1、2合計
（マーケットベース）

2024年度：
100.0%

393,250 520,000 32.2

スコープ1、2、3合計
（マーケットベース）

2024年度：
97.5%

11,939,322 10,214,000 －20.0

温室効果
ガス
排出量

（スコープ1、2）

エネルギー起源の
二酸化炭素（CO2）

ソフトバンク
連結

2024年度：
100.0%

t 392,677 ̶ ̶

非エネルギー起源の
二酸化炭素（CO2） t 0 ̶ ̶

メタン（CH4） t-CO2 57 ̶ ̶

一酸化二窒素（N2O） t-CO2 12 ̶ ̶

ハイドロフルオロ
カーボン類（HFCs） t-CO2 504 ̶ ̶

パーフルオロ
カーボン類（PFCs） t-CO2 0 ̶ ̶

六フッ化硫黄（SF6） t-CO2 0 ̶ ̶

三フッ化窒素（NF3） t-CO2 0 ̶ ̶

温室効果ガス排出量 
原単位
（スコープ1、2における 
通信量当たり排出量）*2

ソフトバンク
単体 ̶ t-CO2/

Gbps
94 155 ̶

★：第三者検証実施
（注） 2024年度の温室効果ガス排出量（スコープ1、2、3）およびエネルギー使用量、産業廃棄物、水使用は、一般財団法人日本品質保証機構の第三者検証を

実施（ISO 14064-3、ISAE 3000に準拠の限定的保証水準）
*1 カバレッジ拡大分を加味して目標を設定
*2 1Gbpsの通信を行う場合に排出される温室効果ガス排出量

指標と目標

気候変動が当社に及ぼすリスクと機会を管理するため、温室効果ガス排出量（ス
コープ1、2、3）をはじめとする環境負荷データの管理を行っています。これらの
排出量は、国際的な温室効果ガス算定基準である「GHGプロトコル（Greenhouse 

Gas Protocol）」に準拠し、スコープ1、2、3の各区分ごとに算定・開示していま
す。2024年度の温室効果ガス排出量（スコープ1、2）は393,250t-CO2、スコー
プ3は11,546,072t-CO2となりました。主な目標として、2030年度までに、事
業活動で使用する電力などによる温室効果ガスの排出量を実質ゼロにするカーボ
ンニュートラル目標を設定し、当社グループが事業で使用する電力の全ての再生
可能エネルギー化を推進します。また、長期の再生可能エネルギー調達契約を結
び、当社*で使用する電力を風力や太陽光などの発電による再生可能エネルギー
にしていくことで温室効果ガスの排出を削減し、カーボンニュートラル達成と脱炭
素社会の実現に貢献します。長期の再生可能エネルギー調達契約は、電気代の高
騰の影響を受けにくい事業構造へ転換を後押しします。さらに省エネルギー機器
へのリプレイスや空調設備の効率化などネットワーク設備のさらなる省エネルギー
化を推進することにより温室効果ガスの削減に取り組みます。カーボンニュート
ラル目標の対象は、スコープ1（自らによる温室効果ガスの直接排出）、およびス
コープ2（他社から供給された電気、熱・蒸気の使用に伴う間接排出）です。

*当社およびWireless City Planning㈱の合計
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（表2）ヒートマップ 「依存」

事業分類
バイオ
レメディ
エーション

気候制御
大気や
生態系に
よる希釈

ろ過
洪水と
暴風雨か
らの保護

地下水
物質の
安定化と
浸食制御

地表水 水循環の
維持

水質の
維持

通信

電力サービス

DX・ソリューション

ディストリ
ビューション

メディア・EC

ファイナンス

（表3）ヒートマップ 「影響」

事業分類 攪乱 淡水生態
系の利用

GHG
排出

海洋生態
系の利用

非GHG
大気汚染
物質

土壌汚染
物質

固形
廃棄物

陸域生態
系の利用

水質汚染
物質 水の使用

通信

電力サービス

DX・ソリューション

ディストリ
ビューション

メディア・EC

ファイナンス

（注） 表1～3は優先的に評価を行う事業の絞り込み（スコーピング）が目的であり、事業規模とENCOREによる相対的かつ客観的な評価
結果です。事業分類はENCOREで使用されているGICSサブインダストリーを考慮し表記しています。

当社は2023年12月にTNFD Adopterに早期登録しました。
TNFD最終提言で示された情報開示フレームワークに基づき積極的な情報開示に努めます。

当社のあらゆる事業活動は、生物多様性や自然資本から提供される生態系サービスの恩恵を
受けると同時に、環境に何らかの影響を与えています。当社は、生物多様性保全の重要性を認識
し、国際社会が目指す「ネイチャーポジティブの実現」を支持しています。この考えに基づき、当
社の事業活動が生態系に及ぼす影響を低減させることをマテリアリティ（重要課題）として定め、
生物多様性・自然資本の保全に関わる取り組みを推進しています。

ガバナンス

当社は、ESG推進のため、取締役会の諮問機関としてESG推進委員会を設置しています。本
委員会は、代表取締役 社長執行役員 兼 CEOが委員長ならびにESG最高推進責任者を務め、取
締役会の監督の下でサステナビリティ活動全体の最終責任を負います。また、委員長および取
締役が指定したメンバーで構成され、原則として四半期ごとおよび重要な議題が生じた際には臨
時で開催し、重要事項を取締役会に付議します。

戦略

当社は、事業活動における自然関連のリスクを選定するとともに、生物多様性への依存・影響
が高い事業を特定しています。具体的な評価手法として、事業規模とENCORE*1を基にした絞
り込み（スコーピング）（表1）を実施し、その結果をヒートマップ（表2、3）で可視化した結果、依
存・影響がともに高く、優先的に詳細な分析を行
うべき事業として通信事業を特定しました。これ
は、基地局など通信設備の建設・運用が、森林の
土砂災害防止・土壌保全機能による気象災害か
らの保護に依存する一方、陸域生態系へ影響を
与える可能性が高いためです。
この分析結果を踏まえ、さらにリスクの大きさ
を評価するため、シナリオ分析を行いました。バ
リューチェーンの上流から下流を含む事業を対

低 高

低 高

依存

通信

メディア・EC

電力サービス
ディストリビューション

DX・ソリューション
ファイナンス

影
響

高 

↑

↓ 

低
低 ← → 高

（表1）各事業の事業規模を考慮した依存・影響
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象に、今後30年間で発生が予見されるリスクの洗い出しを実施し、特に財務的影響度が大きい
ものを特定しました。（表4）
その結果、通信設備の被災による物理的リスクが、財務計画に大きな影響を及ぼす可能性があ

ることを認識しています。以下に評価結果を記載します。

*1 ENCORE：TNFDでも紹介されている依存と影響分析オンラインツール

また、2026年度に開業を予定している北海道苫小牧AIデータセンターが自然保護区に近接し
ていることも確認しています。

*3  IBAT：世界自然保全モ二タリングセンター（WCMC）、国際自然保護連合（IUCN）、コンサベーション・インターナショナルによって開
発された生物多様性評価ツール

リスク対応策、機会

事業リスクを低減するための対応は、同時に大きな事業機会ともなり得ます。AIやIoT、ビッ
グデータなどの最先端テクノロジーを活用し、膨大な環境データをAIの学習機能によって分析
することにより、地球環境に与える影響が予測可能です。その予測からさまざまな対策を打てる
ようになるため、環境問題における最先端テクノロジーの活用は世界で注目されています。当
社が強みとするAIやIoTなどの最先端テクノロジーやグループ企業とのシナジーを最大限に活
用し、生物多様性保全へ貢献していきます。

リスクと影響の管理

特定・評価した生物多様性や気候変動など地球環境に関するリスクについては、全社リスク管
理と統合し、定期的なリスクマネジメントサイクルを回すことにより、リスクの低減と未然防止に
取り組んでいます。リスク管理委員会では、リスクの重要度や対応する責任者（リスクオーナー）
を定め、対策指示等を行い、状況を取締役会に報告します。

指標と目標

社会インフラとして通信サービスを広域かつ安定的に提供するためには、生物多様性の重要
地域において、基地局などの通信設備をやむを得ず設置する場合があります。
当社は、2030年度までの目標として、国や国際条約等で定められた自然保護区に設備等を設

置する場合には、自然保護区等の生物多様性の重要地域に設置した通信設備の面積の2倍以上
の面積に森林保全を実施することを掲げ、生物多様性の保全に貢献します。優先地域における事業活動の状況

先述の分析で特定した通信事業について、優先地域を特定するための調査を行いました。そ
の調査対象は、生物多様性保全の観点で、法令や国際条約で保護管理された国内の自然保護区
などを生物多様性の重要地域とし、全国の基地局、および国内全域に分散設置する次世代社会
インフラ構想の中心設備となるデータセンターと重要地域との近接性について、IBAT*3を用い
て確認しました。評価についてはTNFD提言で示されるLEAPアプローチを参考にしています。
その結果、屋外（屋上等除く）に設置した基地局の15%が自然保護区内に設置されており、優

先してリスクを確認すべき地域であることを認識しました。

（表4）リスク分析結果

項目 事業リスク 想定される影響
財務的影響度

短期*2 中期*2 長期*2

生態系劣化に伴う自然災害激化
による被害拡大

設備の災害対策・復旧コスト増、サービス
断長期化による減収 大 大 大

水ストレス地域の拡大 調達や事業用水確保への影響 中 中 中

顧客の行動変化、嗜好変化 市場変化への対応遅れによるブランドイ
メージの低下、ビジネス機会損失 小 中 中

情報開示に対する不十分な評価 失注・不買運動等、ならびに人材採用、資
金調達、株価への影響 小 小 小

資源不足 希少金属等の原材料の需要増・枯渇による
供給不足、調達コスト増 小 小 中

規制強化 新税制の導入や規制強化、訴訟リスクの高
まり等によるコスト増 小 中 中

持続可能な新技術移行への影響 開発コスト増、移行遅延による財務への影
響、投資の失敗 中 算定検討中

*2 時間軸：短期（数年以内）、中期（3～5年程度、中期経営計画と同等）、長期（10～30年程度）

物
理
リ
ス
ク

移
行
リ
ス
ク

急
性

慢
性

政
策
と
法

技
術

市
場
／
評
判
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当社は、水が事業活動に不可欠であり、当社の事業所が立地する地域社会においても大切な資源であることを認識し、水リスクへの対応・水資源の効率的な利用を全社的に進めています。環境委員会にお
いて水リスクに関する管理・運用を行うとともに、経営層による監督を行うことによって、全社的に水リスクへの対応・水資源の効率的な利用に取り組んでいます。

水使用の管理
当社は、最適な水利用のために、組織全体の取水状況を監視・管理・分析しています。水使用
量削減計画の立案・実行・評価・改善を繰り返し行うことにより、環境負荷の低減や法令・条例へ
の対応などを実現し、地球環境の保全と社会への貢献を目指します。

項目（単位） 2022年度 2023年度 2024年度

水使用量*1（m3） 731,594 825,936*2 992,454

*1 個別メーターがない事業所については、該当事業所の面積とグループ内における水使用量実績を用いて算出しています。
*2 2024年度において集計定義を変更したことにより、2023年度の数値を遡及修正しています。
（注）1. 2024年度のグループ各社の売上比率によるカバレッジは100%です。

2. 第三者検証を取得しています（ISAE3000に準拠した限定的保証水準）。
3.  2030年度までの長期目標として、事業拡大により水の需要が高まることを想定していますが、利用の効率化等に努め現状と同
水準の使用量を設定しています。

水資源の効率的な利用
当社は、水使用量に関する目標の設定および定期的な進捗管理・評価を含む、水使用の管理に取

り組んでいます。
当社が入居する本社ビル（東京ポートシティ竹芝オフィスタワー）では、屋根などから雨水をルー

フドレンにて集水し、厨房排水についても回収して貯留・滅菌した後にトイレ洗浄水に再利用するこ
とにより、雑用水について30%以上節水しています。また、各フロアでは、水使用量削減を目的と
した給湯設備などへの節水器具設置のほか、トイレに擬音装置を設置し、水を流す回数を減らす取り
組みを実施しています。これらの取り組みについては、社内イントラネットなどで全従業員へ周知す
ることで節水への啓発を行っています。

水リスク・水ストレス地域の把握
世界資源研究所（WRI：World Resources Institute）の水リスクマップ「アキダクト（Aqueduct）」

を使用して水ストレスのかかる地域を特定し、排水による汚染リスク、周辺地域の評判などから、総
合的に水リスクが高いと判断される事業所がないことを確認しています。なお、当社グループ会社
であるSB Telecom Singapore Pte. Ltd.が本社を置くシンガポールは、水ストレスが高い地域と考
えられており*3、アキダクトを使用した評価では2040年の水ストレスは現在の1.4倍になることも
想定されます。シンガポールの拠点が仮に操業停止となった場合、年間3.2億円の売り上げへの影
響が想定されます。
事業規模や取水量等を勘案し早急な対策の必要性は低いものの、今後、異常気象による物理リスク

が高まることなどを踏まえ、情報収集や対応必要性の検討を行う必要があることを認識しています。
*3 2025年3月末現在。WRIによる、2040年における水ストレス上位33カ国（Top 33 Water-Stressed Countries: 2040）の1位

新たな水循環システムの展開支援
当社は、資本業務提携をしているWOTA㈱と協力し、人口減少により上下水道の維持管理が困難

な過疎地域や、安定した水確保やインフラ整備が困難な島しょ地域の課題解決に取り組んでいます。
既存の上下水道インフラに依存せずとも、住宅から出る全生活排水を100%近く再生循環させるこ
とで戸建てごとの水利用を可能にするWOTAの「住宅向け小規模分散型循環システム」を用いて、
2023年6月から東京都利島村で実証実験を実施し、島しょ地域において安定して水を供給する新た
な水インフラの仕組みの実現を目指してい
ます。また、災害により上下水道機能が停
止した場合でも水利用が可能な水循環型
手洗いスタンド「WOSH」や、個室での温
かいシャワー浴を提供するポータブル水
再生システム「WOTABOX」も販売してい
ます。

データセンターにおける水資源の効率化の取り組みとKPI
データセンターでは、サーバーやネットワーク機器から発生する大量の熱を冷却するために多量

の水が使用されており、水資源の効率的な利用は環境負荷低減における喫緊の課題です。当社の
データセンターでは、冷風を作り出す「ターボ冷凍機」や、液体を循環して冷却する「チラー」などの
高効率な水冷システムを採用し、冷却効率を最大限に高めています。加えて、現在建設中の北海道
苫小牧AIデータセンターでは、北海道の冷涼な外気を活用した空調システムを導入予定であり、こ
れにより冷却に必要な水の使用量を大幅に削減することを目指しています。さらに、当社は、二相式
DLC （Direct Liquid Cooling：直接液冷）技術による、水を使用しない冷却システムを搭載したラッ
ク統合型ソリューションの設計・開発を行っており、革新的な排熱ソリューションの導入に向けて取り
組んでいます。
なお、当社は「新規開発したデータセンターの水使用の1%相当*4の水源涵養に資する植樹など

の取り組み推進」をKPIとして設定しており、2024年度は1基相当分*5の水源涵養に資する植樹（2.5
ヘクタール）などの取り組みを実施しました。
*4 1日あたりのデータセンター水使用量1%相当
*5 1基相当は当社モデル使用量による試算値 （涵養で必要な植樹は2ヘクタール以上）
（注） 詳細は、当社ホームページ 「水資源の適切な利用」をご参照ください。
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本社でのリユーザブルカップ導入による廃棄物削減
当社は環境負荷低減を目指し、本社の各階ラウンジで使用するカップを、これまで感染症対策のため採用し
ていた使い捨てのものから、繰り返し利用可能なリユーザブルカップへと切り替えました。この取り組みは、
2025年4月に本格運用を開始しました。
導入したカップは、トウモロコシのデンプンから作られるバイオマスプ
ラスチック（PLA）を主成分とするもので、蓋にはシリコーン製を採用して
います。この切り替えにより、年間で紙コップ約350万個、プラスチック
製蓋約116万個の廃棄物削減に加え、約119トンのCO2排出量削減を見
込んでいます。
また、導入したカップは3年から4年後を目途に回収して再製品化する
計画であり、廃棄物削減だけでなく、資源を循環させるサーキュラーエ
コノミーの推進にも貢献します。 当社で展開しているバイオマスプラス

チック製カップ

当社は、資源循環の推進を経営課題の一つと位置付けています。限りある資源の有効活用による廃棄物削減と再資源化を推進することで、環境負荷の低減や企業の信頼性・競争力の向上を図り、持
続的に企業価値を高めていきます。その一環として、産業廃棄物の発生抑制（リデュース）、再使用（リユース）、再資源化（リサイクル）に取り組んでいます。

指標と目標

循環型社会形成への貢献のため環境負荷データを管理しています。主な目標として、撤去基
地局通信設備リサイクル率：99%以上、使用済み携帯電話リユース／リサイクル回収台数：
1,400万台（2020年～2025年度合計）、産業廃棄物リサイクル率：年1%向上の目標を設定し
ています。

撤去基地局通信設備再資源化率と使用済み携帯電話リユース／ 
リサイクル回収台数、および産業廃棄物再資源化率

項目（単位） 2022年度 2023年度 2024年度

撤去基地局通信設備 再資源化率（%） 99.96 99.97 99.99

使用済み携帯電話 リユース／リサイクル回収台数（台） 2,229,218 2,567,975 2,629,035

産業廃棄物 再資源化率（%） 90.1 94.8 96.0

（注）バウンダリはソフトバンク㈱（単体）です。

産業廃棄物の排出量と最終処分量

項目（単位） 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

排出量（t） 6,313 6,196 6,398 6,696 6,604

最終処分量（t） 831 528 557 301 256

（注）1 2024年度のカバレッジは連結売上比率100%になります。
2 2020年度から最終処分量の算定方法を変更しました。
3 一般財団法人日本品質保証機構の第三者検証を実施しています（ISAE 3000に準拠した限定的保証水準）。

事業における資源循環の取り組み

リデュース
携帯電話端末の販売において、個別包装箱の小型化や取扱説明書などの同梱する書類のアプ

リケーション化、店頭でのiPadの活用などを行い、紙資源使用量の削減に取り組んでいます。ま
た、従来の紙媒体の請求書に代わって、「ソフトバンク」の携帯電話やパソコンなどから、インター
ネット経由で電子媒体の請求書を閲覧できる「オンライン料金案内」を開始し、2006年10月から
基本サービスとして個人契約の全てのお客さまにご提供しています。

リユース
当社は、お客さまに販売・レンタルした携帯電話端末を効果的に回収・再販売しています。近
年、国内外の中古スマートフォン市場が引き続き拡大する中、今後も多様化する市場ニーズに
対応するべく、付加サービスを拡充していきます。

リサイクル
携帯電話・PHSのリサイクル活動に取り組む「モバイル・リサイクル・ネットワーク （MRN）」の

一員として、自社が販売した携帯電話端末だけでなく、他社製品についても回収を行っていま
す。2024年度は使用済み携帯電話をリユース・リサイクル合わせて、263万台（417トン）を回
収しました。当初目標の累計1,200万台（2020～2025年度合計）を達成したため、2025年度
は目標を累計1,400万台（2020～2025年度合計）に上方修正
し、さらなる回収量の増加を目指します。
また、ネットワーク設備の更新・撤去に伴って排出されるケー

ブル、交換機、電柱などの通信設備の廃材についても、再資源化
を推進しています。

（注） 詳細は、当社ホームページ 「循環型社会の推進」をご参照ください。
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